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１１．．研研究究開開発発のの概概要要 
（（１１））目目的的 
かつて瀬戸内海では富栄養化による赤潮の頻発と漁業被害が社会的な問題となった。近年，富栄

養化は改善され，年間の赤潮発生件数もかつての 1/3 程度まで減少してきている。しかしながら，

富栄養海域での代表的な赤潮原因種であったシャットネラから低栄養環境でも発生するカレニア

へと主役が交代しつつ，漁業被害を伴う赤潮の発生は続いている。その状況は瀬戸内海だけでなく，

九州海域およびその周辺海域でも同様で，養殖・天然魚介類に甚大な被害が頻発している。特に，

平成 24 年に瀬戸内海西部・豊後水道海域で広域発生したカレニア赤潮によって，マダイ，ハマチ，

カンパチ等の養殖魚やアワビ・サザエ等の天然磯根資源で約 13 億円，平成 29 年に伊万里湾で発生

したカレニア赤潮によって養殖トラフグを中心に約 6 億円，令和 4 年には八代海でカレニア赤潮に

より 19 億円もの漁業被害が報告されており，赤潮の発生は各地域の水産業の脅威となっている。

シャットネラ赤潮も消滅したわけではなく，養殖が盛んな入り組んだ湾で毎年のように高密度に発

生している海域があり，シャットネラ赤潮の脅威の種は残っている。また，有明海や瀬戸内海東部

海域などでは，冬季の珪藻赤潮によって養殖ノリの色落ちが発生し，商品価値低下による経済的損

失も問題となっている。これらの有害赤潮は，我が国の水産業，とりわけ養殖漁業の振興と今後の

発展に向けての大きな阻害要因となっており，漁業被害の防止対策および軽減技術の開発が強く求

められている。さらに，有明海や橘湾などでは貧酸素水塊の発生も漁業被害の大きな要因となって

いる。その被害軽減には発生の早期把握と予察技術開発・高度化が求められている。そこで，本課

題では, 瀬戸内海・九州海域およびその周辺海域等を主要なフィールドとして，広域共同モニタリ

ングによる監視体制強化，モニタリング技術や予察技術，防除技術等の研究開発を行うことにより，

有害赤潮および貧酸素水塊発生による漁業被害の軽減，および健全な海洋生態系の保全に資するこ

とを目的とした。 
 
（（２２））研研究究開開発発課課題題とと実実施施体体制制 
本課題は，国立研究開発法人水産研究・教育機構（水産機構水産技術研究所，水産資源研究所，

水産大学校），国立大学法人大阪大学，国立大学法人愛媛大学，国立大学法人埼玉大学，国立大学

法人九州大学，国立大学法人高知大学，国立大学法人熊本大学，公立大学法人福井県立大学，公立

大学法人熊本県立大学，学校法人北里研究所，徳島県，兵庫県立農林水産技術総合センター，岡山

県農林水産総合センター，香川県水産試験場，地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所，

福岡県，山口県，大分県農林水産研究指導センター，愛媛県農林水産研究所，広島県立総合技術研

究所，高知県，三重県，愛知県，鳥取県，島根県，佐賀県，長崎県総合水産試験場，熊本県，鹿児

島県水産技術開発センター，熊本県天草市水産研究センター，東町漁業協同組合，熊本県海水養殖

漁業協同組合，海洋エンジニアリング株式会社，林兼産業株式会社，いであ株式会社，株式会社ア

イコックの計 36 機関で実施した。 
表１に研究開発の実施体制を示す。 
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表１．研究開発の実施体制 
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（（３３））研研究究開開発発のの内内容容  
瀬戸内海・九州海域およびその周辺海域において，広域共同モニタリングにより有害赤潮等に対

する監視体制を強化するとともに，有害赤潮等の発生シナリオの構築や発生予察技術の開発・改良

を進めた。また，モニタリングによる監視・情報発信を漁業被害軽減につなぐため，海域特性を考

慮した，漁業被害軽減対策に向けた効果的な行動計画について現状を把握し，改善点について検

討・検証した。モニタリング技術については魚毒性等を指標にした手法など新たな技術開発を進め

ることによりモニタリングの効率化，および生簀の魚介類を守るための赤潮防除技術や漁業被害軽

減技術の開発と現場実証を行った。赤潮等関連情報については，細胞形態等画像情報から自動的に

種同定や細胞生理状態の推定を簡易判定するための技術開発を検討するとともに，赤潮ネット等を

用いた迅速な情報提供やデータ利活用のさらなる促進のための体制を整えた。さらに，モニタリン

グ担当者への有害プランクトン同定研修会等を開催して正確なプランクトン種同定や新たに開発

されたモニタリング技術の普及にも取り組んだ。 
本事業は，以下に示す研究課題構成で実施した。 

 
１１））有有害害赤赤潮潮ププラランンククトトンンのの出出現現動動態態監監視視及及びび予予察察技技術術開開発発並並びびにに赤赤潮潮のの発発生生段段階階にに応応じじたた一一連連のの

対対策策（（行行動動計計画画））のの検検討討・・策策定定 
瀬戸内海・九州海域およびその周辺海域において，各機関が連携して広範な調査を実施し，有害

鞭毛藻やノリ色落ち原因珪藻などの有害赤潮プランクトンの発生状況および海洋環境を監視する。

また，赤潮発生シナリオの改善・検証ならびに有害赤潮発生予察技術開発・改良を進める。さらに，

モニタリング等で得られた情報を漁業被害軽減対策へ効果的に連携させるため，赤潮の発生段階や

海域特性に応じた被害軽減のための行動計画について検討する。海域毎の調査研究内容は以下の通

りとする。 
 
アア．．瀬瀬戸戸内内海海東東部部海海域域 
大阪湾，播磨灘および備讃瀬戸を主海域とする瀬戸内海東部海域を対象として，夏季（6〜8 月）

に 24 点程度の観測定点において 8 回以上，冬季（10〜2 月）に 40 点程度の観測定点において 4 回

以上の調査を行い，水温・塩分等の海況，プランクトン細胞数，クロロフィルおよび栄養塩等のモ

ニタリングを実施する。また，近年有害赤潮の発生が頻発する片上湾を対象として，有害赤潮種の

出現特性や湾外への流出機構を明らかにする。さらに，各機関が有する有害赤潮発生シナリオと発

生予察技術について，取得データ解析等による検証を重ね，当該技術の精度向上を図り，予察対象

種の拡大等についても検討する。また，漁業被害軽減のための行動計画策定に向けた知見の収集を

行う。 
 

イイ．．瀬瀬戸戸内内海海西西部部・・豊豊後後水水道道・・土土佐佐湾湾海海域域 
周防灘と広島湾を主海域とする瀬戸内海西部海域および豊後水道・土佐湾を対象として，夏季（5

〜9 月）に 58 点程度の観測定点において 4 回以上の調査を行い，水温・塩分等の海況，プランクト

ン細胞数，クロロフィルおよび栄養塩等のモニタリングを実施する。顕微鏡でのカレニア・ミキモ

トイの確認が困難な時期（1～6 月）には 8 点程度の観測定点において 4 回以上の調査を行い，分子

生物学的手法も含めた有害赤潮プランクトンの高感度監視を実施する。また，5～8 月に宇和島湾に

おける高頻度観測（週 1 回）を実施するとともに，カレニア・ミキモトイ赤潮の動態の理解や予測

に向けたデータ解析および統計モデル等の開発を行う。得られたデータをもとに有害赤潮発生シナ

リオ構築と有害赤潮発生予察技術開発を行う。さらに赤潮が発生した際の一連の対策方法（行動計

画）について各県の現状把握ならびに各種漁業被害軽減対策技術に関する情報を収集することで，

関係海域の漁業被害軽減に資する。  
 
ウウ．．伊伊勢勢湾湾・・三三河河湾湾・・英英虞虞湾湾海海域域 
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伊勢湾，三河湾，英虞湾等を主な対象として，周年（契約月〜翌 3 月）に計 26 点程度の観測定

点において月 1 回以上の調査を行い，水温・塩分等の海況，プランクトン細胞数，クロロフィルお

よび栄養塩等のモニタリングを実施する。また，ノリ色落ち原因珪藻の出現諸特性の解明を目的と

して，同海域において冬季（10 月〜翌 3 月）に計 29 点程度の観測定点において月 1 回以上の調査

を行い，周年調査と同様な観測項目について海洋モニタリングを実施する。取得データの解析や既

存データ等に基づいて，当該海域における有害赤潮種およびノリ色落ち原因珪藻の発生と気象条

件・海洋環境との関係を解析し，有害赤潮およびノリ色落ち被害の発生シナリオを構築・検証する

ことで，漁業被害軽減に資する。 
 
エエ．．日日本本海海西西部部海海域域 
日本海南西部を主な対象水域として，夏季（7〜9 月）を中心に 15 点程度の観測定点において 8

回程度の調査を行い，水温，塩分，透明度，水色等の海況およびプランクトン細胞数等のモニタリ

ングを実施する。細胞がごく低密度に存在する場合や混雑物が多い場合でも，迅速かつ正確な種判

別を行うためにCochlodinium polykrikoides およびKarenia mikimotoi については一部の試料で分子生

物学的手法を導入し，日本海西部海域における有害プランクトンの広域化の実態把握を行う。また，

衛星データや数値モデル等を用いた解析を組み合わせることによって，当該海域における有害赤潮

発生シナリオおよび赤潮発生予察の検証を図るとともに，漁業被害軽減のための行動計画策定に向

けた知見の収集を行う。 
 

オオ．．九九州州北北部部海海域域 
伊万里湾を主な対象海域として，夏季（6～8 月）を中心に 14 点程度の観測定点において原則週

1 回の調査を行い，水温・塩分等の海況，プランクトン細胞数，クロロフィルおよび栄養塩等のモ

ニタリングを実施する。また，養殖漁場の 1 点で観測機器による水質連続観測も実施する。取得さ

れたデータの解析および数値シミュレーション手法を使用することにより有害赤潮発生シナリオ

と有害赤潮発生予察技術の検証を行い高精度化することで，漁業被害の軽減に資する。 
 
カカ．．有有明明海海・・八八代代海海海海域域 
①①有有明明海海海海域域 
有明海および近接海域を対象海域として，夏季の赤潮・貧酸素では，有明海において 7～9 月に

16 点程度の観測点で月 2～4 回，湾口部に近接する橘湾において 6～9 月に 20 点程度の観測点で月

2 回程度の調査を行い，水温・塩分等の海況，溶存酸素濃度，プランクトン細胞数，クロロフィル

および栄養塩等のモニタリングを実施する。冬季のノリ色落ち原因珪藻では，有明海において 10
月～翌年 2 月に 20 点程度の観測定点で月 2 回程度の調査を行い，水温・塩分等の海況，プランク

トン細胞数，クロロフィルおよび栄養塩等のモニタリングを実施する。また，有明海奥部の 3 定点

において 7月～翌年 2月に自動観測ブイおよび表層に設置する観測機器で海洋環境の連続観測を行

う。取得データの解析等により，夏季の有明海における貧酸素水塊について形成機構の検証や短

期・長期の発生予察技術の検証と高度化，赤潮と貧酸素水塊との関係解明，橘湾においては有害プ

ランクトンの消長や貧酸素水塊の形成特性の解析を行う。冬季の有明海における赤潮については，

赤潮の発生・非発生と気象条件・海洋環境との関連を解析し，赤潮の発生機構と発生予察手法の検

証を進めるとともに，近年発生頻度の高い秋季の赤潮の発生要因および予察手法を検討することで，

漁業被害の軽減に資する。 
 
②② 八八代代海海海海域域 
八代海における赤潮被害低減のため，現行の対策にモニタリングおよび予察の増強，および行動

計画の項目を追加して実施する。これらは，「まず現状を把握し，それをもとに予察を行い，赤潮

発生の兆候が見られたときにどのような行動をすべきか整理しておく」という被害低減の考え方に
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おいて必要な項目である。 
モニタリングでは，従前のモニタリングに加え，モニタリングの高度化として，赤潮観測に先端

機器を導入するための技術開発を行う。従前のモニタリングでは，高頻度モニタリングと ICT ブイ

等による水質観測を実施する。高頻度モニタリングでは八代海を縦断する調査定点を 8 点設定し，

5～9 月に週 1 回の頻度で水温・塩分等の海況，プランクトン細胞数，クロロフィルおよび栄養塩

等のモニタリングを実施する。ICT ブイ等による観測では，大型自動観測ブイ 1 基，テレメータ 15 
基，赤潮カメラ 1 台，有害赤潮プランクトンセンサー 1 台を八代海に設置し，それぞれ水質，海

色，FSI 値を連続観測する。モニタリングの高度化ではドローンと自動採水顕微鏡装置を用いて現

場観測を行う。ドローンでは，採水機能を追加し，観測点の採水・検鏡を通して，赤潮範囲推定の

精度確認を行う。自動採水顕微鏡装置では，現場観測を通して機器の改善点を探索し，改修後，室

内実験にて作動テストを行う。 
予察では，これまでの判別分析による発生予察に加え，発生後の拡大予察に向けたモデル開発に

取り組む。発生予察では，判別分析による発生予察を実施し，さらに使用する変数や統計的分類手

法の刷新を検討する。拡大予察では，八代海の流動モデルの開発と栄養塩動態の解明に取り組み，

将来的に両者を組み合わせて物質循環モデルの開発を目指す。 
行動計画では，当海域において，これまで取り組みがなかったことから，過去の情報収集と整理

から始める予定である。まずは過去の状況と対策を収集し，整理表を作成する。次に，この整理表

をドラッカーのフィードバック分析を用いて改善していく。また，科学的裏付けによる改善も並行

して実施する。 
 

２２））赤赤潮潮のの被被害害軽軽減減手手法法のの開開発発 
餌止めなどの「苦肉の策」を最小限に留めて被害を軽減するために，現場において有害赤潮プラ

ンクトンの魚毒性を定量する技術を開発する。また，有害赤潮が発生した際に生簀の魚介類を守り

漁業被害を軽減するための防除・被害軽減技術の開発・現場実証を行う。調査研究内容は以下の通

りとする。 
 
アア．．魚魚毒毒性性診診断断技技術術のの開開発発 
現場において有害赤潮プランクトンの魚毒性を定量するために，生化学的・分析化学的指標を用

いた魚毒性診断技術を新たに開発し，マニュアルを作成すると共に，既存技術の改良および現場普

及を行う。餌止めなどの対策を適切なタイミングで講じるとともに最小化させることで被害を軽減

する。 
 
イイ．．生生けけ簀簀のの魚魚介介類類をを守守るる技技術術のの開開発発・・実実証証 
①①ウウイイルルスス等等微微生生物物にによよるる赤赤潮潮防防除除法法のの確確立立とと現現場場実実証証 
ヘテロカプサ・サーキュラリスカーマに対するウイルス等微生物を利用した防除法を，他の有害

プランクトンに応用するため，検討試験を行う。本法は，赤潮が発生した海域からウイルスを含む

底泥を採取し，それを同じ海域で翌年以降の赤潮発生時に散布するという土着の生物を利用した赤

潮防除法について，技術課題や改善点を精査し，手法についてマニュアルにまとめ，普及に努める。 
 
②②生生けけ簀簀のの魚魚のの救救命命・・延延命命技技術術のの高高度度化化技技術術開開発発とと実実証証 
シャットネラ属，カレニア属，およびクロディニウム属による魚類の斃死が鰓の呼吸機能障害に

起因すること，この影響緩和のために，酸素の過飽和が有効であるとの既存試験結果がこれまでの

研究から示された。そこで，本課題では赤潮プランクトンが致死的密度で存在していても，溶存酸

素を高度に上昇させる手法を駆使して，赤潮が発生しても養殖魚の被害を軽減して，安心して出荷

できる手法開発を模索することで，漁業被害防止策の基礎を確立する。 
また，赤潮への対処療法的な対策として餌止めが指導されているが，餌止めのストレスによる養
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殖魚の減耗や，品質低下も漁家経営に対して甚大な悪影響を及ぼす。そこで，本課題では赤潮プラ

ンクトンの有害性とこれに対する鰓組織上の炎症反応との関係に着目し，この炎症作業を極力軽減

するのに有効な餌料成分の改変を行うことを提案・立証する。改変餌料と魚類死亡との関係を室内

繰り返し試験で把握し，この改変餌料を飽食させることで，餌止めに匹敵もしくはそれを超える延

命効果を発揮させ，赤潮が発生しても養殖魚の被害を軽減する等の実用策の可能性を模索する。 
 
３３））有有害害赤赤潮潮ププラランンククトトンンののモモニニタタリリンンググ技技術術のの開開発発・・実実証証及及びび普普及及並並びびににデデーータタ利利活活用用のの促促進進 
我が国沿岸域に出現する有害赤潮プランクトンのモニタリングや種同定等を支援する技術の開

発に取り組むとともに，研修会を開催して都道府県担当者のモニタリングやプランクトン種同定の

技術の普及・向上を図る。また，モニタリングデータの一元管理・迅速な公表により漁業被害軽減

対策への利活用を促進する。 
 
アア．．有有害害赤赤潮潮ププラランンククトトンンのの画画像像情情報報にに基基づづくくモモニニタタリリンンググ技技術術のの開開発発 
現場海域ならびに室内培養で得られる有害赤潮プランクトンの細胞形態等画像情報に基づき，自

動的な種判別・計数ならびに細胞生理状態や赤潮の挙動予測推定を簡易判定する技術開発を目指す。 
 
イイ．．赤赤潮潮等等関関連連情情報報のの提提供供及及びび利利活活用用のの促促進進 
これまで開発した「赤潮分布情報」および「貧酸素・水質情報」を運用し，改良することで，最

新の水温・塩分，溶存酸素濃度，有害赤潮プランクトンの細胞密度等の観測データを多数の提供者

より収集・データベース化し，一般向けに分かりやすく迅速に提供する。また，水温予報について

も有明海，瀬戸内海等の複数の定点を対象に提供を行う。これらのデータの利活用を促進すること

で，有害赤潮発生時や貧酸素水塊形成時に速やかな対策の実施に繋げ，漁業被害軽減に資する。 
 

ウウ．．モモニニタタリリンンググ技技術術のの普普及及（（事事業業検検討討会会のの開開催催をを含含むむ）） 
都道府県の職員等を対象に，有害プランクトン同定研修会（以下，同定研修会）を開催し，技術

の普及を行う。同定研修会では，有害プランクトンの発生動向，生理・生態，形態分類等に関する

講義，および形態観察を中心としたプランクトン種同定技術や遺伝子検査法を用いたプランクトン

種同定技術の習得のため実習を行う。また，新たなモニタリング技術の普及に向け，必要に応じて

研修会のプログラムを見直すとともに，デジタル技術を活用して独学で技術を習得するための教材

開発についても検討する。 
本事業で実施する調査・研究開発の課題間の連携と進行管理を行うため，瀬戸内海・九州海域お

よびその周辺海域の海洋環境分野（赤潮・貧酸素水塊）に精通した 2 名以上の有識者を検討委員と

した事業計画および結果検討会を開催する。 
 
２２．．研研究究開開発発結結果果 
本事業の各課題で得られた研究開発結果を次頁以降にまとめた。 
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１１））有有害害赤赤潮潮ププラランンククトトンンのの出出現現動動態態監監視視及及びび予予察察技技術術開開発発並並びびにに赤赤潮潮のの発発生生段段階階にに応応じじ

たた一一連連のの対対策策（（行行動動計計画画））のの検検討討・・策策定定

アア．．瀬瀬戸戸内内海海東東部部海海域域 
 

大阪府立環境農林水産総合研究所 水産技術センター 
秋山 諭，辻村裕紀，近藤 健，山本圭吾 

兵庫県立農林水産技術総合センター 水産技術センター 
妹背秀和，肥後翔太，宮原一隆 

岡山県農林水産総合センター 水産研究所 
高木秀蔵，乾 元気，角田成美，石黒貴裕 

徳島県立農林水産総合技術支援センター 水産研究課 
朝田健斗，岡本裕太，棚田教生，池脇義弘 

香川県 赤潮研究所 
小川健太，松下悠介 

大阪大学 大学院工学研究科 
中谷祐介 

水産研究・教育機構 水産技術研究所 
三宅陽一，坂本節子 

 
１１ 全全体体計計画画 
（1）目的 
瀬戸内海東部海域では，近年でも有害赤潮プランクトンによる漁業被害が生じている。赤潮の小

規模化・早期化など，過去の発生状況とは様相が変化しており，海域特性に応じた対策が求められ

る。一方で，県域を跨いで広域移動する赤潮も確認されており，赤潮による漁業被害を未然防止お

よび軽減するためには，赤潮発生海域を網羅した広域的な調査を実施し，積極的に情報共有を行う

必要がある。本課題では，瀬戸内海東部海域において，各機関が連携して広範な調査を実施し，有

害赤潮プランクトンの発生状況および海洋環境を監視するとともに，既存データも含めたデータ解

析によって当該海域における有害赤潮の発生シナリオを検証し，赤潮発生予察技術の精度向上を図

る。併せて，これらの予察技術や既存の科学的知見に基づいた行動計画を策定することで，赤潮に

よる漁業被害軽減に資することを目的とする。 
 
２２ 令令和和 5 年年度度計計画画おおよよびび結結果果 
（1）目的 
全体計画と同じ。 

 
（2）方法 
有害赤潮が問題となる夏季および冬季に共同提案機関が保有する海洋観測調査船または傭船を

用いて広域的な海洋調査を実施し，瀬戸内海東部海域における有害赤潮種の出現特性を明らかにす

る。また，近年有害赤潮が頻発する片上湾を対象として，有害赤潮種の出現特性や湾外への流出機

構を明らかにする。さらに，各機関が有する有害赤潮発生シナリオと発生予察技術（夏季：シャッ

トネラ，冬季：ユーカンピア）について，取得データ解析等による検証を重ね，当該技術の精度向

上を図り，予察対象種の拡大についても検討する。また，漁業被害軽減のための行動計画策定に向

けた知見の収集を行う。 
1）夏季海洋モニタリング調査 

1. 広域モニタリング調査 
当該海域に計 24 点の調査定点を配置し（図 1），有害赤潮が発生する 6～8 月までに計 8 回

― 7 ―



以上，海洋環境（水温，塩分，栄養塩等）およびプランクトン細胞密度等のモニタリング調査

を実施した（表 1，表 2）。 
調査定点（24 定点，図 1） 

岡山県 5 点（OY1，OY2，OY3，OY4，OY5） 
兵庫県 6 点（H2，H28，H30，H31，Bz1，Bz2） 
大阪府 3 点（OS1，OS2，OS3） 
徳島県 3 点（T4，T1，St. 4） 
香川県 7 点（K1，K2，K3，K4，K5，K6，K7） 
アンダーラインは，珪藻の全数計数を行った定点を示す。 

調査実施月日 
岡山県 6/20，6/27，7/4，7/11，7/18，7/25，8/2，8/22 
兵庫県 6/5，6/19，6/26，7/3，7/10，7/18，7/24，7/31，8/7 
大阪府 6/12，6/19，6/26，7/3，7/10，7/18，7/24，7/31，8/7 
徳島県 6/12，6/19，6/26，7/3，7/10，7/18，7/24，7/31，8/17 
香川県 6/5，6/12，6/19，6/26，7/3，7/10，7/18，7/24，7/31，8/14，8/21，8/28 

観測層および調査項目等 
観測層および調査項目を表 1，2 に示した。水温，塩分および溶存酸素飽和度（以下溶存酸

素）は，多項目 CTD により測定した。採水は，北原式採水器またはバンドーン式採水器にて

行い，栄養塩濃度（以下，栄養塩），クロロフィル a 濃度（以下，クロロフィル a），プランク

トン細胞密度の測定に供した。プランクトンの細胞密度は，原則として試水 1 mL を検鏡した。

また，代表点の表層において全珪藻数の測定を行った。 
なお，赤潮の発生に関しては，本事業以外での調査結果も一部含めてとりまとめた。気象デ

ータとして，気象庁気象統計情報（http://www.jma.go.jp/jma/menu/manureport.html）から姫路特

別地域気象観測所（兵庫県姫路市）における気温，風速，降水量および大阪管区気象台（大阪

府大阪市）の全天日射量の観測値と平年値（1991~2020 年）を解析に用いた。 
 

2. 片上湾調査 
（湾奥調査）令和 5 年 6~9 月に，片上湾周辺の湾奥部の表層，中層（1.5 m 層），底層（底上

0.5 m）において採水し（図 2），珪藻類とChattonella antiqua およびC. marina（以下，C. ovata
を含まない上記 2 種を併せてChattonella 属とする）の細胞数を計数した。また，海水中の水温，

塩分，クロロフィル a，栄養塩濃度等の測定も行った。なお，採水頻度は，6 月は週に 2 回程

度，7~9 月は月に 2 回程度とした。また，6~8 月には，中層と底層にクロロフィル濁度計を設

置し，30 分 1 回，蛍光クロロフィル量を測定するとともに，底層 DO の連続観測も併せて実

施した。 
（湾内モニタリング調査）令和 5 年 5~9 月に，毎月 2 回，図 2 で示した 31 定点において，表

層水を採取し，Chattonella 属の計数を行った。また，同期間中の当該調査海域に流入する伊里

川の水位と岡山市における降水量を取得し，Chattonella 属の分布状況との関係を検討した。 
 

2）冬季海洋モニタリング調査 
当該海域に計 40 点の調査定点を配置し（図 3），有害珪藻赤潮が発生する 10~翌 2 月までに

計 4 回以上，海洋環境（水温，塩分，栄養塩等）およびプランクトン細胞密度等のモニタリン

グ調査を実施した（表 3）。 
調査定点（40 定点，図 3） 

岡山県 11 点（OY1，OY2，OY3，OY4，OY5，OY6，OY7，OY8，OY9，OY10，OY11） 
兵庫県 12 点（H1，H2，H3，H4，H6，H7，H8，H28，H29，H30，H31，H32） 
大阪府 3 点（OS1，OS2，OS3） 

― 8 ―



徳島県 3 点（St. 2，St. 4，St. 5） 
香川県 11 点（KA1，KA2，KA4，KA7，K4，KA11，KA19，KA21，KA22，KA23，KA26） 

調査実施月日 
岡山県 10/31，12/5，1/9，2/6 
兵庫県 10/31，11/13，11/20，11/29，12/8，12/19，1/4，1/15，1/22，1/31 
大阪府 11/8，12/4，1/9，1/31 
徳島県 11/8，12/8，12/19，1/5，1/18，2/7 
香川県 11/1・2，12/5・6，1/5・11，2/1・2 

観測層および調査項目等 
水温，塩分および溶存酸素は，多項目 CTD により測定した（表 2，3）。採水は，北原式採

水器またはバンドーン式採水器にて行い，栄養塩，クロロフィル a，プランクトン細胞密度の

測定に供した。各調査項目の測定および分析方法を表 2 に示した。プランクトンの細胞密度は，

原則として試水 1~3 mL を検鏡した。Coscinodiscus wailesii については，試水（100 mL~1 L）を

濃縮して計数した。なお，とりまとめにあたり，全機関の調査日がほぼ揃っている 11 月上旬，

12 月上旬，1 月上旬，2 月上旬の結果を中心に，一部本事業以外の調査結果も含めてデータの

整理と解析を実施した。 
気象データとして気象庁気象統計情報（http://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.html）から

姫路特別地域気象観測所（兵庫県姫路市）における気温，風速，降水量および大阪管区気象台

（大阪府大阪市）の全天日射量の観測値と平年値（1991~2020 年）を解析に用いた。 
 

3）赤潮の広域輸送機構の解明 
過去に片上湾から播磨灘へと拡大したシャットネラ赤潮の挙動を明らかにするために，数値流

動モデルを構築し，赤潮に見立てたラグランジュ粒子を片上湾から発生させ，その挙動を追跡し

た。 
流動計算には，三次元流動モデル SCHISM（Semi-implicit Cross-scale Hydroscience Integrated 

System Model）（Zhang et al. 2016）を用いた。支配方程式はReynolds 方程式，連続式，水温・塩

分の輸送方程式，密度の状態方程式であり，静水圧近似とBoussinesq 近似を仮定している。水平

粘性には Laplacian 型の Shapiro フィルタ，乱流モデルにはMellor-Yamada2.5 レベルモデルを採用

した。 
計算領域は，瀬戸内海全域から太平洋南岸の黒潮域までとした（図 4）（鹿島・中谷 2023）。水

平方向には三角形要素の非構造格子を採用することで，河口域から外洋までをシームレスに接続

した。格子辺長は海岸付近や海峡付近では約 10~100 m，湾灘沖合では約 200~500 m，太平洋領域

は約 1~3 km とし，片上湾とその周辺海域は約 50 m で詳細に解像した。鉛直方向には多重 σ座標

系 LSC2（Localized Sigma Coordinate with Shaved Cell）（Zhang et al. 2015）で最大 84 層に分割した。

水深は内海府南海トラフ巨大地震検討会による地形データを基に設定し，片上湾周辺については，

格子辺長は約 50 m とし，水深は海図から直接読み取ることで航路などを忠実に表現した（図 5）。 
外洋境界には，MOVE/MRI.COM-JPN（Hirose et al. 2019）による海面高度，水温，塩分，流速

の出力値（時間解像度 1 d，空間解像度 2 km）を与えるとともに，グローバル潮汐モデル FES2014
（https://www.aviso.altimetry.fr/）による主要 28 分潮の潮位・潮流振動を加えた。 
大気境界には，気象庁メソ数値予報値 GPV-MSM（気温，気圧，比湿，風向・風速），全球気

候モデル解析値NCEP-CFSv2（Saha et al. 2011）（長波放射），AMeDAS 沿岸観測値（降水量，短

波放射）を基に設定した。 
陸域からの淡水流入量には，分布型流出モデル Hydro-BEAM（小尻ら 1998）を瀬戸内海およ

び太平洋南岸の集水域に適用し，解析雨量を入力とした水文流出計算により求めた毎時流量を与

えた（山根ら 2022）。一級水系 27 河川，中小河川 87 河川の計 114 河川を解析対象とし，片上湾

への流入河川としては伊里川を考慮した。水平解像度は 4 次メッシュ（約 500 m 正方格子）とし，
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鉛直方向はA～D 層に 4 分割した。河道とA 層の地表面流出には kinematic wave モデル，B~D 層

には線形貯留モデルを適用した。 
流動計算により得られた流動場を用いて，中立粒子をシャットネラに見立てたラグランジュ粒

子追跡計算を行った。粒子は移流のみによって輸送されるものとし，拡散は考慮しなかった。ま

た，シャットネラは鉛直移動を行うことが知られているが，今回の計算では考慮せず，粒子は流

れによって受動的に輸送されるものと仮定した。 
数値計算の実行には，大阪大学サイバーメディアセンター大型計算機システム SQUID 

（Supercomputer for Quest to Unsolved Interdisciplinary Datascience）を使用した。比較的計算規模が

大きいため，SCHISM は MPI，Hydro-BEAM は OpenMP により領域を分割した並列計算を行っ

た。 
計算期間は 2018 年 1 月 1 日から開始し，2018 年 7 月豪雨を主な解析対象期間とした。2018 年

6 月 30 日 0 時に片上湾内に粒子を配置（水平方向：50 m 間隔，鉛直方向：1 m 間隔，計 4,919 個）

し，その後の挙動を追跡した。 
 

4）有害赤潮発生シナリオおよび発生予察技術の検証 
1）および 2）で取得したデータならびに既存データ等に基づいて，当該海域における有害赤潮

発生と気象条件・海洋環境との関係を解析し，既存の有害赤潮発生シナリオおよび発生予察技術

の検証を行った。また，予察対象種等の拡大に向けて，対象種の選定を実施した。なお，モニタ

リング調査結果および予察情報については国立研究開発法人水産研究・教育機構が運用するポー

タルサイトを活用し，情報発信を行った。 
 

5）行動計画の検討 
海域の特性に合わせて科学的知見に基づき漁業者が実施する赤潮対策を策定・改善するために，

今年度は赤潮の発生段階に応じた各府県の対策実施状況について整理・情報共有し，フローチャ

ートにより可視化した。 
 
（3）結果および考察 

1）夏季海洋モニタリング調査 
1. 広域モニタリング調査 
① 気象 
概況：2023 年の近畿地方は，梅雨入りが平年より 1 週間程度早い 5 月 29 日頃となり（平年：

6 月 6 日頃），梅雨明けは 7 月 16 日頃（平年：7 月 19 日頃）であった。5 月下旬の初めごろ

は高気圧に覆われて晴れる日が多かったが，中頃以降は気圧の谷や前線の影響で曇りや雨の

日が多かった。6 月以降も，6 月中旬に高気圧に覆われて晴れる日もあったが，7 月中旬ま

では全般的に梅雨前線や湿った空気などの影響で曇りや雨の日が多かった。特に 6 月上旬は

降水量がかなり多く，日照は少なかった。7 月下旬~8 月前半は，高気圧に覆われて晴れる日

が多かった。8 月 14~15 日は台風第 7 号の影響で大雨となったところがあり，また台風通過

後も大気の状態が不安定な日が続き，8 月中下旬の降水量は多かった。 
気象庁観測結果：6~8 月の気温，日平均風速，降水量および全天日射量の旬平均値・旬合計値

と旬平年値の推移を図 6~9 に示した。気温は，6 月上旬は平年よりも低かったが，中旬以降

は高め傾向が8月下旬まで継続した（図6）。特に7月下旬~8月上旬は平年を約1.5℃上回り，

かなり高めとなった。日平均風速は，6 月上旬~7 月下旬には平年並みか平年をやや下回って

推移したが，8 月上旬には九州周辺で 1 週間以上複雑な動きをしていた台風第 6 号の影響で

慢性的にやや強い南風が吹きこみ，平年を上回った（図 7）。降水量は，6 月上旬および 7 月

上旬，8 月中下旬に平年より多く，7 月中下旬は少なかった。特に 7 月下旬の降水量は 0.0 mm
であった。（図 8）。全天日射量は，6 月上旬は平年よりも少なかったが，6 月中旬~7 月上旬
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は平年並みで推移した。7 月中旬~8 月上旬は平年よりも多かった（図 9）。 
② 海象 
水温（図 10）：播磨灘北部では 6 月中旬に 19~23℃前後で，その後穏やかに上昇したが，7 月

中旬に表層で急激に 27~29℃まで上昇した。7 月下旬にやや低下した後，穏やかに上昇した。

大阪湾では 6 月中旬に表層で 23℃前後で，その後穏やかに上昇した。7 月下旬に 29℃前後

にまで達したが，8 月上旬にはやや低下した。播磨灘南部では 6 月中旬に 17~23℃前後で，

その後穏やかに上昇し 8 月中旬には 24~27℃前後に達した。いずれの海域でも 7 月中旬に表

層で急激に水温が上昇し，その後横ばいもしくは一旦水温低下が見られた。調査期間を通し

て水温成層が形成されており，大きな混合は見られなかった。 
塩分（図 11）：播磨灘北部では 7 月上旬に表層で 22~24 前後まで大きく低下するとともに，中

底層でもやや低下した。その後，7 月中下旬に表層塩分は回復した。大阪湾では，表層の変

動が大きく，20~29 前後で推移した。播磨灘南部では大きな変化は見られず，32 前後で推移

した。 
透明度（図 12）：播磨灘北部では 3~8 m で推移し，7 月上中旬に低下が見られた。大阪湾では

3~8 m で推移し，6 月下旬にはOS2 で 12.7 m となったことにより一時的に上昇した。播磨灘

南部では，6~11 m 前後で推移し，特に徳島県海域では調査期間中に低下傾向が継続した。 
③ 水質 
栄養塩（図 13~15）：全般に低めで推移した。DIN，PO4-P，SiO2-Si のいずれについても，基本

的には底層で濃度が高かったものの，岡山県海域の 7 月上中旬，大阪府海域の 6 月下旬~7
月上旬では表層が高く，表底層の逆転が見られた。 

クロロフィル a（図 16）：兵庫県海域と大阪府海域では，特に表層で高かった。岡山県海域と

播磨灘南部では全体的に低く，表層よりも中層で高くなる傾向であった。 
DO（図 17）：期間を通じて表層は高く，底層は低く推移した。播磨灘北部では 7 月下旬に表

層で低下し，以後中層と同程度で推移した。大阪湾では表層，5 m 層，10 m 層，底層の 4
層で飽和度に差が見られた。播磨灘南部では，底層のみが低く，表中層は 100%前後で推移

した。 
④ 有害赤潮種 
Chattonella antiqua およびC. marina（Chattonella 属）（図 18，19）：6 月中旬に播磨灘北東部で

初認された（0.7 cells/mL（6/19）兵庫県海域，H28，H30，H31）。その後も播磨灘北部で低

密度で出現していたが，7 月上中旬にやや増殖し，7 月 10 日に兵庫県海域で最大 32 cells/mL
（H2，表層），11 日に岡山県海域で 21.3 cells/mL（OY-3，底層）が確認されたと同時に，播

磨灘南部でも出現が確認された（最大 2.3 cells/mL（7/10）香川県海域，K6，5 m 層）。その

後，播磨灘で低密度で推移し，大阪湾では 7 月 24 日に初認された（2 cells/mL，OS2，底層）。

7 月末には兵庫県海域H28 で表層から底層にかけて一時的に増加した（最大 60.0 cells/mL，
底層）が，それ以後は播磨灘南部で散見される程度であった。 

Karenia mikimotoi（図 20，21）：6 月下旬に播磨灘北部と南部で初認された（最大 3.0 cells/mL
（6/27）岡山県海域，OY-2，表層）。その後播磨灘で低密度で推移していたが，7 月 25 日に

岡山県海域で増加し（最大 98.7 cells/mL，OY-4，底層），7 月末~8 月頭に播磨灘北部の沿岸

域で増殖した（最大 250 cells/mL（8/2）岡山県海域，OY-5，10 m 層）。その後も，播磨灘で

は広範囲で数~80 cells/mL 程度確認されていたが，徐々に細胞密度が低下し，8 月末には確

認されなくなった。期間中，大阪湾ではごくわずかに確認されたのみである（最大 1 cell/mL）。 
Chattonella ovata（図 22）：7 月上旬に播磨灘北部と南部で初認された（最大 0.3 cells/mL（7/4）
岡山県海域OY-2，底層）。7 月中旬以降には，大阪湾を含めていずれの府県の地先海域でも

出現が確認されたが，大きく増殖することはなかった（最大 2.7 cells/mL（7/31）兵庫県海域，

H28，5 m 層）。 
Margalefidinium polykrikoides (=Cochlodinium polykrikoides)（図 23）：7 月上旬に播磨灘南部で初
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認された（最大 4 cells/mL（7/3）香川県海域，K7，10 m 層）。その後も 8 月末まで播磨灘で

散見されたが，低密度で推移した（最大 4.4 cells/mL（7/31）徳島県海域，T1，5 m 層）。 
Heterocapsa circularisquama：期間中における出現は確認されなかった。 
Heterosigma akashiwo：6 月上旬に播磨灘北東部で初認された（最大 18 cells/mL（6/5）兵庫県海

域，H30，表層）。その後，兵庫県海域と大阪府海域で出現が断続的に確認されたものの，

大規模な増殖には至らなかった（最大 1,046.7 cells/mL（7/10）兵庫県海域，H30，表層）。 
⑤ まとめ 
珪藻類の発生は，播磨灘北部では 7 月上中旬にピークが確認された。大阪湾では，一時的な

減少はあるものの 104 cells/mL を超過する高密度で推移した（図 24）。2023 年 6~8 月の瀬戸内

海東部海域における赤潮発生状況を表 4 に示した。発生件数は 10 件で，H. akashiwo によるも

のが 5 件，K. mikimotoi によるものが 3 件，Chattonella 属によるものが 2 件であった。この赤

潮による漁業被害は，大阪府海域，徳島県海域，兵庫県海域で確認された。その他の有害種に

ついては，調査期間中の高密度化は確認されなかった。 
 

2. 片上湾調査 
①湾奥調査 
湾奥部では，6 月 16 日にChattonella 属が初認された（中層 1.3 cells/mL，底層；0.3 cells/mL）

（図 25）。その後，いずれの層においても細胞密度が増加し，6 月 30 日には，表層；4.7 cells/mL，
中層；9.7 cells/mL，底層；15.3 cells/mL となった。以降も増加は継続し，表層では 8 月 14 日に

3,800 cells/mL，中層では 8 月 2 日に 12,725 cells/mL，底層では 8 月 2 日に 3,725 cells/mL となっ

た。8 月 14 日以降は急速に減少し，9 月 7 日にはいずれの層においても確認されなくなった。 
湾奥底層の DO についてみると，6 月 1 日の 25 時間移動平均値は 20％程度であったが，6

月 12 日に急減し，6 月 14 日にかけてほぼ無酸素となった（図 26）。その後も散発的に無酸素

状況を示しつつ推移した。因果関係についてははっきりしない点が残っているが，一昨年度，

昨年度と同様に，無酸素状態となった後にChattonella 属が増加する傾向がみられた。来年度以

降もこの両者の関係についての調査と検証を行うこととしている。 
 

②湾内モニタリング調査 
5 月 15 日~6 月 12 日に実施した調査では，先に示した湾奥での結果と同様に，いずれの定点

においてもChattonella 属は確認されなかった（図 27）。その後，6 月 26 日の湾奥部の 1 定点で

発生が確認された（5 cells/mL）。その後，分布は拡大し，7 月 10 日には湾内の 22 定点で確認

された。7月24日には期間中最高となる26定点で確認され，そのうちの7定点では100 cells/mL
以上であった。以降，徐々に減少し，8 月 7 日と 8 月 21 日に発生が確認できた定点数は，そ

れぞれ 11 と 5 となり，9 月 11 日にはいずれの定点でも見られなくなった。 
6 月 1 日~8 月 31 日の日合計降水量と湾内に流入する伊里川の日平均水位を見ると，通常時

の水位は 0.6 m 程度であったが，降雨時には水位が上昇する傾向がみられた（図 28）。特に，6
月下旬から７月上旬にかけては，30 mm/日を超える降雨が散見され，7 月 9 日には期間中最高

となる 64 mm/日となった。同日の水位は 1.1 m となり，期間中の最高値を示した。 
播磨灘北西部では，出水時に，片上湾内のChattonella 属が海域に流出し，赤潮化する事例が

報告されている（小川ら 2022a）。本年度も，Chattonella 属の分布拡大と降雨・出水はほぼ同

時期に生じており，両者の関係は否定されなかった。今後は，過去の事例も併せて解析を行い，

播磨灘北西部の赤潮に対する片上湾の影響を検証する必要がある。 
 

2）冬季海洋モニタリング調査 
① 気象 
概況：11 月の近畿地方は，上旬から中旬は気圧の谷や湿った空気等の影響で大雨となった日
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があったものの，高気圧に覆われて晴れた日が多かった。12 月の上旬と下旬は高気圧に覆

われて晴れる日が多く，降水量は少なかった。1 月は上旬から中旬に冬型の気圧配置になり

日本海側で降雪があったが，太平洋側では降水が少なく，気温も平年を上回った。 
気象庁観測結果：11 月から 2 月上旬の気温，日平均風速，降水量および全天日射量の旬平均

値・旬合計値と旬平年値の推移を図 29~32 に示した。気温は，12 月までは 11 月上旬と 12
月中旬に平年を大きく上回ったが，他は概ね平年並みであった。1 月は月を通して平年を約

1℃上回った（図 29）。日平均風速は，概ね平年並みで推移し，11 月中旬や 12 月中旬に一時

的に平年を上回った（図 30）。降水量は，11 月上中旬は平年よりかなり多かった。11 月下旬

~12 月上旬，12 月下旬~1 月中旬は平年よりも少なかった（図 31）。全天日射量は，期間中概

ね平年を上回り，大阪市では日照時間が 11 月に観測開始以来多い方から第 3 位，12 月に第

1 位となった（図 32）。 
② 海象 
水温（図 33）：期間ごとの全海域平均でみると，11 月上旬は 22°C 前後，12 月上旬は 16°C 前

後，1 月上旬は 12°C 前後，2 月上旬は 9~11°C であった。大阪湾は，11 月から 2 月にかけて

表層より底層の水温が 0.2~1°C 程度高く，他の海域と比べて表底差が大きかった。大阪湾北

部の定点では河川水の影響が大きく，特に表層で低水温，低塩分であったことにより，この

表底差が生じたと推察された。 
塩分（図 34）：播磨灘では 11 月から 2 月にかけて塩分が緩やかに上昇した。備讃瀬戸では底

層で期間中に塩分が緩やかに上昇したが，降水の影響で表層では 2 月に低下した。大阪湾で

は期間中の表層塩分が 30~31，底層は 32~33 となっており，期間を通じて他の海域より表底

差およびばらつきが大きかった。水温と同様，河川水が影響したと推察された。 
透明度（図 35）：11~2 月の大阪湾の透明度は 5~8.5 m，播磨灘北部で 5~8 m，備讃瀬戸は 4.5~7 

m で推移した。播磨灘南部は 8~12 m と他の海域に比べ高く，これは植物プランクトンの発

生が少なかったことが影響したと考えられた。 
③ 水質 
栄養塩（図 36~38）：DIN は 11，12 月に播磨灘北部で 1.8~2.3 μM，播磨灘南部で 2.6~4.1 μM，

備讃瀬戸で 4 μM 前後となったがいずれも 1 月には低下した。播磨灘北部や備讃瀬戸で特に

低く，1 μM を下回った。2 月も低位で推移したが，児島湾口に位置するOY6 では降水によ

り局所的に高濃度となった（31.3 μM）。PO4-P 濃度（以下 PO4-P）は播磨灘，備讃瀬戸とも

に 0.2~0.8 μM 前後で推移し，減少傾向であった。SiO2-Si 濃度（以下 SiO2-Si）は播磨灘では

6~11 μM 前後で，備讃瀬戸では 2 月のOY6 を除いて 8~13 μM 前後で推移した。播磨灘では，

秋以降 12 月までCoscinodiscus wailesii が高密度で発生したことで，栄養塩濃度が低かった。

大阪湾では，DIN は表層で 20 μM 前後，底層で 5 μM 前後，PO4-P は 0.5~1.0 μM 前後，SiO2-Si
は 5~20 μM 前後で推移したが，表層と底層で濃度差がみられた。 

クロロフィル a（図 39）：播磨灘南部と備讃瀬戸では期間中の変動が小さかった。播磨灘北部

では 11 月に沿岸寄りの一部定点において高いクロロフィル a がみられ，大阪湾では 12 月に

南部の定点の底層で大きく増加した。 
DO（図 40）： 大阪湾を除いて表層，底層とも大きな変動が見られなかった。大阪湾は表底差

が他の海域と比べ大きく，上昇傾向がみられた。 
④ ノリ色落ち原因種 
Coscinodiscus wailesii（図 41）：11 月の観測開始時から瀬戸内海東部の広い海域で確認され，12
月には播磨灘北部（最大 1,120 cells/L，兵庫県海域，H28，底層）と大阪湾（最大 1,073 cells/L，

― 13 ―



大阪府海域，OS3，5 m 層）で増殖した。1 月には大きく減少し，播磨灘南部で数十~100 cells/L
確認された以外は，ほとんど出現しなかった。大規模発生した大阪府海域と兵庫県海域にお

ける発生状況を下記に示す。 
（大阪府海域）本事業調査前である 10 月上旬に底層を中心に高密度で確認された（最大

2,258 cells/L，OS1，底層）。11 月には数十 cells/L に減少したものの，12 月には再び増殖し，

最大 1,073 cells/L に達した。底層のDIN は 8~9 月には約 5.7 µM（浅海定線調査 20 定点平

均）で推移したものの，10 月には 1.4 µM にまで低下しており，C. wailesii の増殖が寄与

したものと考えられた。また，9 月の大阪市における降水量は少なく（観測開始以来少な

い方から第 4 位），10 月は表層でも 0.9 µM と低濃度であった。近年，秋に C. wailesii が中

底層で増殖することが多く，本種による底層の栄養塩消費により，成層崩壊後の鉛直混合

による表層への栄養塩供給量の減少が示唆される。 
（兵庫県海域）9 月 4，5 日の調査において播磨灘全域で発生が確認された（本調査外の調

査，最大 540 cells/L，H28 中層，H32 底層）。10 月 2，3 日の調査では増加が確認された（本

調査外の調査，最大 6,300 cells/L，H7，底層）が，その後 10 月 31 日，11 月 1 日の観測で

は減少した（最大 190 cells/L，H2，表層）。しかし，11 月 13 日の調査では再び増加した

（最大 1,600 cells/L，H31，表層）。翌週にはさらに増加した（最大 3,340 cells/L（11/21）
Na6，表層）が，12 月 19 日の観測では減少した（最大 50 cells/L，H30 表層）。 

本年度の発生は 9 月初旬には確認され 11 月初めに減少した期間があったが，再度増加

し 12 月中旬に終息した。秋季の本種の大量発生は 2021 年にもあったが，本年も 2021 年

と同様に発生が長期化した。この時期は鉛直混合で表層の栄養塩濃度が増加するが，近

年は平年に比べて低いレベルにとどまることが多くなっており，同時期に発生する本種

の増殖の影響を受けることが多くなっていると考えられる。本年においても 9 月 4 日，5
日の調査では表層のDIN 濃度の播磨灘における平均値は 0.4 μM，10 月 2 日，3 日の調査

では表層のDINは 0.2 μMと低濃度で推移し，同種が低密度化した 11月初旬に表層のDIN
が 1.3 μM に回復するまで，低濃度であった。 

Eucampia zodiacus（図 42）：11 月にはいずれの定点においても出現は確認されなかった。12 月

以降も低調に推移し，12 月は播磨灘北部において 18 cells/mL（（11/29）兵庫県海域，H29，
表層）確認されたものの，それ以外はほとんど確認されなかった。1 月は播磨灘北部や備讃

瀬戸，大阪湾の数地点で確認されたものの，いずれも 20 cells/mL を上回ることはなかった。

2 月には播磨灘北部でやや増加し，最大 62 cells/mL（（2/6）岡山県海域，OY3，表層）が確

認された。本年漁期の，2024 年 2 月上旬現在までの暫定的な発生状況について，平成 25 年

度の報告書（高木ら 2014）に基づく発生基準をあてはめると，いずれの海域においても B
（局所発生年）となる見込みである。 

その他の種類： 
・播磨灘北西部および備讃瀬戸（岡山県西部海域）では，Skeletonema spp.，Leptocylindrus danicus，

Chaetoceros spp.といった小型珪藻が一定程度海域で確認されており，ノリ漁期におけるDIN
濃度は平年より低めで推移した。 

・播磨灘北東部（兵庫県海域）では，1 月上旬以降，Chaetoceros spp.や Skeletonema spp.，
Pseudo-nitzschia sp.を中心とした小型珪藻が多く出現し，2月上旬はそれらに加えてL. danicus
も確認された。 

・大阪湾（大阪府海域）では，Skeletonema spp.やChaetoceros spp.がみられたものの，例年と比

べると低密度で推移した。Noctiluca scintillans が継続して確認されており，特に 1~2 月は透
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明度も平年値を 2~3 m 上回っていた。 
・播磨灘南東部（徳島県海域）では，Skeletonema spp.，Chaetoceros spp.といった小型の珪藻が確
認され，調査期間の末にやや増加したものの，概ね低密度で推移した。 

・播磨灘南西部および備讃瀬戸（香川県海域）では， Chaetoceros spp.や Leptocylindrus spp.を
中心とした小型珪藻が調査期間を通じて一定程度出現し，DIN 濃度は平年より低めで推移し

た。 
⑤ まとめ 
今年度は 12 月に播磨灘と大阪湾でC. wailesii の大量発生がみられたこと，E. zodiacus が期間

を通して大きく増殖しなかったことが特徴的な事象であった。秋季に瀬戸内海東部の広域で

C. wailesii の大量発生がみられたこと，降水量が少なかったことにより栄養塩濃度が低下し，

兵庫県海域や香川県海域では，一部漁場で養殖ノリの育苗開始の遅れが生じた。その後も栄養

塩濃度は低水準で推移し，本張り後にはノリの色落ちが確認された。12 月末には一部の海域

で色調がやや持ち直したが，現在は色調低下が進んでいる。燧灘からの貧栄養水塊の東進につ

いては，例年より西風が弱かったこと，急激な塩分変化もなかったことから，影響は少なかっ

たものと考えられる。 
 

3）赤潮の広域輸送機構の解明 
2018 年 7 月上旬におけるシャットネラ赤潮の観測データ（細胞密度の表層分布）（小川ら 

2022a）と，同日におけるラグランジュ粒子の分布の比較を図 43 に示す。粒子の色は，その時刻

に粒子が位置している水深を示している。観測データをみると，7 月 2 日に片上湾付近で発生し

たシャットネラ赤潮は播磨灘北西岸に沿って西部に拡がり，7 月 9 日には香川県沿岸にまで分布

域を拡大していた。数値シミュレーションの結果においてもその傾向は概ね再現されていること

から，シャットネラ赤潮は流動によって県域をまたいで広域に輸送されたものと考えられる。今

後はシャットネラの鉛直移動を考慮することで，赤潮挙動予測の精度向上を図る予定である。 
 

4）有害赤潮発生シナリオおよび発生予察技術の検証 
1. シャットネラ赤潮 
前事業で予察精度を検証し，高精度化に取り組んだ各モデル（小川ら 2022b）で発生予察を

行った。各府県海域における本年度取得したデータによる予察結果（表 5）およびシナリオ適

合状況を以下に示す。なお，本予察モデルは C. antiqua および C. marina の 2 種（Chattonella
属）による赤潮を対象とし，生理生態学的特性の異なるC. ovata の発生履歴は勘案されていな

い（秋山ら 2021）。また，地球温暖化や貧栄養化等の影響を受けて海域環境は年々変化してい

る。現在運用しているモデルが適合しなくなる可能性も高いことから，今後もデータを継続的

に取得し，解析を進めることによりモデルの修正と的中率の向上に努める必要がある。 
 

①岡山県海域（播磨灘北西部） 
前事業で作成したモデルを用いて，直近 16 年間（2007~2022 年）のデータを用いて発生予

察を行った。モデル①:表層水温（5 月），表層塩分（5 月），表層 DIN 濃度（6 月），モデル②:
表層水温（5 月），表層塩分（5 月），底層水温（7 月）を説明変数とする。なお，本県では有

害種の発生初期に陸水の流入が少ない場合，海域の DIN 量が不足して（競合となる）珪藻の

増殖が抑制され，その結果Chattonella 属が増殖する可能性が高くなるとしたシナリオを構築し

ている（図 44）。 
本年のChattonella 属は本県基準（100 cells/mL 以上を発生年）を超えることがなく，「非発生

年」であった。前述した予察モデルを 2023 年に適応したところ，予察モデル①については「×

（非発生）」，予察モデル②については「×（非発生）」となったことから概ね予察は的中した
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ものと考えた（表 5，図 45）。一方，近年の赤潮の発生状況を検証したところ，片上湾で発生

したChattonella 属が降雨に伴う淡水流入や風といった気象要因によって，播磨灘海域に流出し，

赤潮化する事例が確認されている。今後は，新たなシナリオ構築と予察技術の開発も考慮に入

れて，各種調査と解析を行う必要がある。 
 

②兵庫県海域（播磨灘北東部） 
西岡ら（2017）で示されたシャットネラ赤潮発生シナリオをもとに行った兵庫県海域におけ

る判別分析の結果を図 46 に示した。予察は 5 月の表層水温，底層水温，6 月または 7 月の珪

藻密度を説明変数としており，長谷川ら（2018a）で示されたとおり，珪藻密度のデータ獲得

時期別に 6 月時点での予察を早期予察，7 月時点での予察を直前予察とした。 
本年は，両予測モデルでシャットネラ赤潮の「×（非発生）」と予察され，予察は的中した

（表 5）。2023 年は 4 月から当該海域の表層水温は高めで推移していたが，底層の水温も高め

であった。Chattonella 属の初認は 6 月 19 日であり出現が早くなかった。7 月 31 日に 60 cells/mL
（H28，底層）まで増加したが，終息した。珪藻類の発生は 6 月中旬に低下したが，細胞密度

の高い状態が続き，シャットネラの発生を抑制したことが考えられた。 
 

③大阪府海域（大阪湾） 
令和元年度に作成したフローチャート（吉田ら 2020）に基づいて予察を実施した。フロー

チャートでは，第 1 段階として 6 月のChattonella 属細胞密度，第 2 段階として環境条件（7 月

上旬の水温平年偏差，5~6 月の降水量，6 月下旬~7 月上旬の日照時間）のうち 2 変数を説明変

数とする線形判別により判別基準を設けている。また，予察モデルの精度検証および高精度化

により追加した，5~6 月降水量と 6 月下旬~7 月上旬日照時間を説明変数とし，判別期間を予察

年前年まで延長した新たなモデルも使用した。 
本年は，6 月中に Chattonella 属が確認されなかった（0 cells/mL）ことから，第 1 段階の

Chattonella 属細胞密度で「×（非発生）」となった（表 5）。また，第 2 段階の判別式では 4 モ

デルのすべてで「△（判断保留）」となった（図 47）。本年夏季にはシャットネラ赤潮は発生

しなかった（非発生）ことから，第 1 段階での予察結果が的中した。 
 

④徳島県海域（播磨灘南東部） 
前事業において予察モデルの精度検証と高精度化を行い（小川ら 2022b），現在では

1999~2021 年までの「降水量（徳島市 5 月）」並びに 1999~2021 年までの「DIN（6 月 St.4, 10 m），

水温（6 月 St. 4, 1 m）」及び「珪藻の細胞数（7 月上旬 St. 4, 0-5 m），水温（6 月 St. 4, 5 m）」を

説明変数とする 3 つのモデルによる予察を実施している。2023 年に適用した結果，いずれも

「×（非発生）」となった（表 5，図 48）。2023 年夏季，シャットネラ赤潮は非発生であり，

予察が的中した。 
2023 年 5 月の降水量は， 教師データ期間における赤潮発生年（2003，2011）の平均値であ

る 311.8 mm に対して 179.5 mm と少なかった。また，6 月の表層のDIN 濃度は教師データ期間

における赤潮発生年（2003，2011，2021）の平均値である 1.59 µM に対して 1.12 µM と大きく

下回ることはなかったが，7 月上旬の珪藻細胞密度が発生年の平均である 29.6 cells/mL に対し

て 135.7 cells/mL とやや高密度であった。これらの要因がシャットネラ赤潮発生シナリオに適

合していなかったものと考えられる。 
 

⑤香川県海域（播磨灘南西部） 
前事業では，1999 年以降のデータセットを用いたシャットネラ赤潮発生予察モデルを構築

した（小川ら 2022b）。図 49 に香川県海域におけるシャットネラ赤潮の発生シナリオを示す。

香川県では本シナリオに従って，「5 月塩分，5 月 PO4-P」と「5 月降水量，6 月 PO4-P，7 月珪
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藻類細胞密度」を説明変数とする 2 つのモデルによる予察を実施している。 
2023 年の予察結果を表 5 に，代表モデルによる解析例を図 50 に示す。本年はシャットネラ

赤潮の非発生年であった。両モデルともに「×（非発生）」の判定となり，予察は的中した（表

5）。引き続きデータを蓄積し，両モデルの精度検証に取り組む予定である。 
 

2. ユーカンピア赤潮 
これまでの海洋環境データの解析や数値計算から，瀬戸内海東部海域のユーカンピア赤潮に

は，地場発生型と海流依存発生型の 2 種類の赤潮発生パターンの存在が明らかとなり，これら

を考慮した発生シナリオが作成されている（長谷川ら 2018b）。ユーカンピア赤潮についても，

シャットネラ赤潮と同様に，前事業において予察精度を検証し，高精度化に取り組んだ各モデ

ル（妹背ら 2023）で発生予察を行った。本検証では昨年度漁期（2022 年 11 月～2023 年 3 月）

の予察結果（表 6）とシナリオ適合状況を確認するとともに，本年度の予察状況（本報告作成

時点で漁期が終了していないため暫定的な予察）についても各府県海域別に以下に示す。 
 

①岡山県海域（播磨灘北西部・備讃瀬戸北部） 
播磨灘については 2011~2021 年度，備讃瀬戸では 2005~2015 年度のデータを用いて両海域で

1~2 月における E. zodiacus の発生予察モデルを構築している（妹背ら 2023）。いずれの予察に

ついても良好な光環境で競合する小型珪藻の増殖後，栄養塩が制限要因となり，有機態リンの

利用能で優位なE. zodiacus が優占化しやすいという考え方を基にしている（図 51）。本検証で

は，2022 年度を中心に予察モデルの的中結果やシナリオの適合状況を確認した。なお，各海

域 20%以上の調査点で細胞密度が 100 cells/mL となった場合を発生年としているが，教師デー

タによる判別分析で誤判別があったため，予察を「判断保留」とする「△」の範囲を設定して

いる。 
ア）播磨灘 

2022 年漁期は E. zodiacus の最高細胞密度が 71 cells/mL であり，100 cells/mL を超える測点が

見られなかったことから，局所発生年（×）であった。昨年度から運用を開始した 11 月底層

水温（OY2），11 月表層クロロフィル a 濃度，1 月表層クロロフィル a を用いた予察において

「△（判断保留）」となった（表 6，図 52）。同年度は，低密度ではあったものの小型珪藻が継

続して海域に存在しており，E. zodiacusが増殖しにくい海域環境であった可能性が考えられた。 
イ）備讃瀬戸 

2022 年漁期は播磨灘と同様に，E. zodiacus の局所発生年（×）であった。予察は 12 月日照

時間（岡山，気象庁データ），12 月底層 PO4-P，1 月底層水温のモデルにおいて「△」（判断保

留），1 月底層 SiO2-Si，1 月底層水温を用いたモデルで「×（局所発生）」となり，概ね的中し

たものと考えられた（表 6）。同海域では，大型珪藻のC. wailesii が漁期当初に発生し，栄養塩

が枯渇する状況が続いており，的中率の低下につながっていたが，同年度はC. wailesii の発生

がほとんどなかったために，予察が的中した可能性がある。今後はC. wailesii の発生による栄

養塩濃度の変化を加味した予察技術の開発についても検討する必要がある。 
 

②兵庫県海域（播磨灘北東部） 
長谷川ら（2018b）で示された兵庫県海域のユーカンピア赤潮発生シナリオをもとに予察を

行った。本海域はユーカンピア赤潮の初期発生海域であり，地場発生のみが想定されている。

これまでの事業での検討から，本海域については，①1~2 月の発生と，②3 月の継続性につい

て，区別して検討することが妥当と考えられ，それぞれの期間毎に発生を予察した。また，本

海域では，程度判断が困難な中間的な発生がこれまで確認されていないため，大量発生・局所

発生の二区分のみとして予察を運用している。 
2022 年漁期においては，兵庫県海域では 1 月 13 日に E. zodiacus の最高細胞密度が 585 
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cells/mL（H29，底層）に達し北部の広い範囲で増加傾向となったが，その後は減少傾向とな

った。2 月 21 日に局所的に 399 cells/mL（本調査外の調査，H31，底層）に増加し，3 月 1 日

に 738 cells/mL（本調査外の調査，H31，底層），3 月 23 日に 261 cells/mL（本調査外の調査，

H30，底層）の高密度化が確認されたが局所的であった。したがって，2022 年漁期の発生状況

判断としては 1~2 月は「○（大量発生）」で 3 月は「×（局所発生）」であると判断した。 
予察結果は 1~2 月は「○（大量発生）」で，3 月期については「△（判断保留）」であった（表

6，図 53）。1~2 月の予察は的中した。なお，海域の栄養塩濃度は極度の低下が長期に続くこと

がなく推移し，ノリ養殖では製品品質が確保され，生産金額は前年から増加した。 
本種の大量発生は，日照・栄養塩・水温等の環境要因が他の珪藻類に不適となるタイミング

を契機とすることが多い（西川 2011）。先行または同時発生する珪藻類構成種が E. zodiacus
の大量発生にどのように影響するかは不明な点が多いが，3 月の播磨灘海域は水温が高くDIN
濃度は平年並み，PO4-P 濃度および SiO2-Si 濃度は高めで，沿岸に位置する姫路の日照時間が

多い状況であったので，他の珪藻類の発生に適した環境条件であったことで，E. zodiacus が局

所発生にとどまった可能性が考えられた。今後は，他の珪藻類との競合・共存関係にも着目し，

予察技術の高度化を検討する必要がある。 
2023 年漁期の予察については，1~2 月の判別領域としては「大発生」が予察された。本年度

の最終調査結果の判明後，予察結果の検証を進める（3 月期については，2 月に獲得されるデ

ータを用いるため未実施）。 
 

③大阪府海域（大阪湾） 
大阪府海域のユーカンピア赤潮は，類型化により大阪湾内における地場発生と明石海峡を経

由した播磨灘北部からの流入発生に場合分けしている。流入赤潮は，播磨灘北東部で高密度化

した E. zodiacus が，西風により大阪湾に高密度のまま進入することを想定している。ここでは，

地場発生赤潮の予察結果について報告する。 
浅海定線調査 20 定点のうち，明石海峡に近い St. 6 および St. 7 を除いた 18 定点のうち 3 点

以上で 100 cells/mL を超過した調査年月を地場赤潮発生と定義しており，2022 年度漁期には，

2022 年 11 月~2023 年 1 月が非発生，2023 年 2 月が発生であった。令和 4 年度に実施した予察

の高精度化により，当該月の 1 ヶ月前の「透明度」「10 m 層の海水密度」「鉛直安定度」の 3
変数を使用し，判別モデルを予察に使用している。その結果，2022 年 11 月は「×（非発生）」，

2022 年 12 月および 2023 年 1 月は「△（判断保留）」，2023 年 2 月は「○（発生）」と判別され

（表 6，図 54），概ね的中したと言える。 
 

④徳島県海域（播磨灘南東部） 
徳島県海域における E. zodiacus は，最高細胞数に達する時期が 1 月（2011 年度），2 月（2016

年度），3 月（2012，2015 年度）の 3 パターンに分かれることから，それぞれで発生シナリオ

を構築している（妹背ら 2023）。2022 年漁期は，最高細胞密度が 52.57 cells/mL にとどまり，

局所発生年となった。シナリオとの適合状況を検証した結果を以下に示す。 
ア）1 月の発生シナリオ 

1 月は，「他海域の E. zodiacus が北~北西寄りの吹送流によって流入し，地先の栄養塩を利用

して増殖する」という発生シナリオを，過去の発生年（2011 年）の特徴解析から構築してい

る（図 55）。2022 年 12 月において兵庫及び香川県海域では本種がほとんど出現せず，流入量

が少なかったために赤潮が発生しなかったと考えられた。 
イ）2，3 月の発生シナリオ 

2，3 月も，他海域からの流入による発生シナリオを想定している（図 56）。前事業において

「1 月の北風風速合計値（徳島地方気象台における北寄りの最大風速のベクトル成分合計）と

「1月の兵庫県沿岸のユーカンピアの最高細胞密度」からなる予察モデルを作成しており，2022
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年漁期の予察結果は「△（判断保留）」であった（表 6）。なお，2023 年漁期は「非発生」と予

察されているが（図 57），本年度の最終調査実施後に改めて予察結果の検証を進める。 
 

⑤香川県海域（播磨灘南西部・備讃瀬戸南部） 
前事業では，2005~2015 年度のデータを用いた予察モデルの構築と高精度化を図った（妹背

ら 2023）。図 58 に香川県海域のユーカンピア赤潮発生シナリオを示す。本県海域では播磨灘

南西部と備讃瀬戸南部について 11~12 月の環境条件データセットより，当該漁期（1~3 月）の

「○（大発生）」，「△（発生）」および「×（局所発生）」を予察するモデルを作成しており，

その検証を行った。 
ア）播磨灘南西部 

2022 年漁期のユーカンピア赤潮は局所発生（×）であり，「12 月北風，12 月表層珪藻細胞

密度」の 2 変数による判別分析の結果は「×（局所発生）」と予察され的中した（表 6，図 59）。
2023 年漁期については「非発生」と予察されているが，本年度の最終調査結果判明後，予察

結果の検証を進める。 
イ）備讃瀬戸南部 

2022 年漁期のユーカンピア赤潮は局所発生（×）であり，「11 月西風，12 月降水量」の 2
変数による判別分析では「○（大発生）」と予察され非的中となった（表 6，図 59）。本海域の

シナリオでは，11~12 月の西寄りの風が強く，降水量の少ない年ほど赤潮が発生しやすいとさ

れている（図 58）。2022 年は 11 月の西風が強かったものの，同時期にC. wailesii や小型珪藻類

（Chaetoceros spp.など）が発生していたことから，これら競合種との関係から本種の増殖が抑

制された可能性が考えられた。2023 年漁期については「発生」と予察されているが，本年度

の最終調査結果判明後，予察結果の検証を進める。 
 

3. 新予察対象種の選定 
各府県の重要水産種や赤潮対策状況に応じて，新たな予察対象種の選定を行った。各府県の

新規対象種候補は以下のとおりである。これらの候補に対して，次年度以降データ整理や解析

を進め，赤潮発生シナリオや予察モデルを構築していく予定である。 
①岡山県 
Coscinodiscus wailesii：岡山県の沿岸域では近年，秋季におけるC. wailesii の増殖によって海域

のDIN 濃度が低下し，ノリ養殖の漁期開始の遅れや生育不良，色調低下が懸念されている。

本種の発生動向はノリ養殖の漁期開始時期などに大きく影響するため，赤潮予察の新たな対

象種として，C. wailesii を選定した。 
②兵庫県 
Coscinodiscus wailesii：兵庫県の瀬戸内海側では近年，秋季にC. wailesii が増殖することで海域

の DIN 濃度が低下し，ノリ養殖の漁期開始の遅れや生育不良，色調低下が発生している。

本種の発生動向はノリ養殖の漁期開始時期などに大きく影響するため，兵庫県では赤潮予察

の新たな対象種として，C. wailesii を選定した。 
③大阪府

Karenia mikimotoi：大阪府では近年，マガキの養殖が拡大してきており，自家採苗も取り組み

始められている。K. mikimotoi は，マガキをはじめとした二枚貝類を斃死させること，マガ

キ幼生の着底率を低下させることが知られていることから，本種の動向はマガキ養殖の成否

に影響するため，大阪府では赤潮予察の新たな対象種として，K. mikimotoi を選定した。

④徳島県

Chattonella ovata：徳島県では近年，本種の増殖がしばしば確認され，単独発生ではないものの

本種の赤潮による漁業被害が生じており，本種の動向は現場の養殖業者にとって非常に気が

かりなものとなっている。また，本県では令和 4 年度に魚類養殖業赤潮被害防止指導指針を
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改正し，本種を重要監視対象種に指定した。これらの理由から，徳島県では赤潮予察の新た

な対象種として，C. ovata を選定した。 
⑤香川県

Coscinodiscus wailesii：香川県では近年，養殖ノリの色落ち被害が深刻化しており，その要因と

してC. wailesii の秋季発生が挙げられる。本種は他珪藻類と比較して栄養要求が高く，育苗

～本張りまでの期間における赤潮発生の有無はノリ生産に直接影響することから，予察の新

たな対象種としてC. wailesii を選定した。 
 

5）行動計画の検討 
各府県が実施する赤潮対策状況について，水産試験研究機関，行政の担当課，漁業者それぞれ

の対応状況が区別できる形で整理し，フローチャートにまとめることにより可視化を行った（図

60~64）。次年度以降，フローチャートに基づき，赤潮対策の課題抽出や改善提案を実施していく

予定である。 
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